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第一部【企業情報】 

  

第１【企業の概況】 

  

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．連結子会社㈱マルロについては、業務縮小により重要性が乏しくなったため非連結子会社となったことから、第49期中

間会計期間より中間連結財務諸表及び第48期事業年度より連結財務諸表を作成しておりません。 

２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

  

回次 第48期中 第49期中 第50期中 第48期 第49期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高(千円) 5,125,258 － － － －

経常利益(千円) 127,549 － － － －

中間（当期）純利益(千円) 137,032 － － － －

純資産額(千円) 5,195,816 － － － －

総資産額(千円) 11,363,295 － － － －

１株当たり純資産額(円) 435.42 － － － －

１株当たり中間（当期）純利
益(円) 

11.49 － － － －

潜在株式調整後１株当たり中
間（当期）純利益(円) 

11.44 － － － －

自己資本比率(％) 45.7 － － － －

営業活動によるキャッシュ・
フロー(千円) 

512,908 － － － －

投資活動によるキャッシュ・
フロー(千円) 

△26,484 － － － －

財務活動によるキャッシュ・
フロー(千円) 

△10,422 － － － －

現金及び現金同等物の中間期
末（期末）残高(千円) 

3,254,980 － － － －

従業員数(名) 
（外、平均臨時雇用者数） 

90 
(33) 

－ － － －



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．持分法を適用した場合の投資利益は、第48期中は中間連結財務諸表を作成しているため記載しておりません。また、第

48期より関連会社が無いため記載しておりません。 

  

回次 第48期中 第49期中 第50期中 第48期 第49期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高(千円) 5,015,990 10,682,877 9,411,515 12,408,467 20,653,938

経常利益(千円) 126,967 563,524 107,332 541,328 378,086

中間(当期)純利益(千円) 136,553 367,484 50,917 455,673 248,826

持分法を適用した場合の投資
利益(千円) 

－ － － － －

資本金(千円) 1,811,543 1,879,829 1,907,786 1,814,738 1,905,176

発行済株式総数(株) 11,933,800 12,246,800 12,374,800 11,948,800 12,365,800

純資産額(千円) 5,221,874 5,951,112 5,830,610 5,549,583 5,887,784

総資産額(千円) 10,897,580 13,614,249 14,664,611 11,138,450 14,235,089

１株当たり純資産額(円) 437.60 485.96 471.20 463.53 474.85

１株当たり中間(当期)純利益
(円) 

11.45 30.41 4.12 37.24 19.04

潜在株式調整後１株当たり中
間(当期)純利益(円) 

11.40 29.87 3.78 37.01 18.35

１株当たり中間(年間)配当額
(円) 

－ － － 7.00 8.00

自己資本比率(％) 47.9 43.7 39.8 49.8 41.4

営業活動によるキャッシュ・
フロー(千円) 

－ 300,358 995,788 158,329 754,270

投資活動によるキャッシュ・
フロー(千円) 

－ △101,825 △359,699 △394,611 △849,725

財務活動によるキャッシュ・
フロー(千円) 

－ 605,172 △679,812 △345,723 1,682,295

現金及び現金同等物の中間期
末(期末)残高(千円) 

－ 2,965,125 3,695,309 2,159,259 3,736,669

従業員数(名) 
（外、平均臨時雇用者数） 

88 
(33) 

96
(38) 

107
(71) 

84 
(42) 

99
(47) 



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、関係会社に

おける事業の異動もありません。 

  

３【関係会社の状況】 

 当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

  

(2）労働組合の状況 

 労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

  

  

  平成17年９月30日現在

従業員数（人） 107（71） 



第２【事業の状況】 

  

 当社の消費税等に係る会計処理は、税抜方式によっているため、この項に記載の売上高、生産実績及び販売実績には、消費税

等は含まれておりません。 

  

１【業績等の概要】 

(1)業績 

当中間期のわが国経済は、企業収益の改善による設備投資の増加、個人消費の持ち直しの動きがみられるなど、緩やかな回

復基調で推移いたしました。一方、原油価格の高騰を反映した原料素材の値上げの影響など不安要因も残る状況が続いており

ます。 

    このような経済状況の中、当社を取り巻く電池業界はパソコンのノート化が進むとともに携帯電話、デジタルカメラ等のモ

バイル機器をはじめとして、世界的な好需要に支えられて順調に推移しております。その一方で市場競争の激化による価格低

下も一段と加速しております。 

    こうした状況の中、当社の主力製品でありますリチウムイオン電池、ニッケル水素電池等の二次電池正極材料の販売が伸張

した結果、当中間期はほぼ計画の数量を達成いたしました。さらに、付加価値の高い製品のウェイトが増えたことによる売上

構成の改善により、加工収入による収益は計画を上回る水準を確保することが出来ました。 

しかしながら、リチウムイオン電池用正極材料の主要原材料であるコバルトについて、①過年度に安定調達確保の目的から

行った原料ソースとの契約により一部時価を上回る価格での購入を行ったこと、②在庫圧縮のため上記の既往契約以外の新規

の原料調達を手控えたこと、さらに③国際価格が前期後半から引き続き需給バランスの崩れにより軟調に推移した結果、第2四

半期の原料採算が悪化したほか、当中間期末において在庫の低価法評価損の計上を余儀なくされております。 

    以上の結果、売上高は9,411百万円（前年同期比11.9％減）、営業利益は102百万円（前年同期比79.1％減）、経常利益は107

百万円（前年同期比81.0％減）、中間純利益は50百万円（前年同期比86.1％減）となりました。 

    なお、品目別売上高は次のとおりであります。 

（ニッケル系製品） 

    携帯電話、ノート型パソコン、パワーツール、コードレス家電等に搭載されるニッケル系の二次電池向け正極材料は、高容

量汎用電池向けが順調に推移するとともに、中国向けを主とした輸出が増加、さらにリチウムイオン電池向け新製品（ニッケ

ル、コバルト、マンガンの三元系正極材料）による従来のコバルト系からのシフトも進んでおります。ニカド電池向けは環境

問題を背景として大幅に減少いたしましたが、ニッケル系製品全体において前年同期比の販売量は5.2％増となり、売上高も

14.0％増となりました。 

（コバルト系製品） 

携帯電話、ノート型パソコン、モバイル機器等に搭載されるリチウムイオン電池の市場は、従来のコバルト系単体からニッ

ケル、マンガン系およびそれらとの複合化の動きが活発化しており、当社においては三元系（当社セグメントではニッケル系

製品に記載）にシフトしたことにより、コバルト系単体のリチウムイオン電池向け正極材料は微減となりました。また、触媒

向けも低採算品の圧縮等により前年同期比で減少した結果、コバルト系製品全体としての販売量は前年同期比11.7％減、売上

高ではコバルト原料国際相場の下降要因も影響し前年同期比24.6％減となりました。 

  

(2)キャッシュ・フロー 

当中間期における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前期末と比較して41百万円減少し、当中間会計期間末

における資金は3,695百万円となりました。 

    また、当中間会計期間における各キャッシュ・フローは次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローは、995百万円の増加となりました。 

これは主に税引前中間純利益94百万円、減価償却費303百万円および仕入債務の増加946百万円と棚卸資産の減少169百万円に

対して、売上債権の増加293百万円および法人税等の支払123百万円の資金を要したためであります。 



（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローは、359百万円の減少となりました。 

これは有形固定資産取得による支出が369百万円あったためであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ・フローは、679百万円の減少となりました。 

これは短期借入金490百万円の返済および長期借入金の期日弁済96百万円の返済を実施したためであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 （注） 生産金額は販売予定価額をもって示しております。 

  

(2）受注状況 

 （注）１．受注金額は販売予定価額をもって示しております。 

２．その他については、一部受注生産で大部分を見込生産によっております。 

  

(3）販売実績 

 （注）１．前中間会計期間及び当中間会計期間の主要な輸出先別の販売実績及び割合は次のとおりであります。 

（ ）内は総販売実績に対する輸出高の割合であります。 

  

品目 生産高（千円） 前年同期比（％） 

ニッケル系製品 5,367,024 112.1 

コバルト系製品 3,576,528 65.5 

その他 70,313 105.6 

合計 9,013,867 87.4 

品目 受注高（千円） 前年同期比(％) 受注残高（千円） 前年同期比(％) 

ニッケル系製品 5,712,777 117.6 903,067 117.9 

コバルト系製品 3,783,135 70.8 489,063 88.0 

その他 71,168 106.9 4,558 116.2 

合計 9,567,082 93.2 1,396,690 105.3 

品目 販売高（千円） 前年同期比（％） 

ニッケル系製品 5,437,369 114.0 

コバルト系製品 3,830,856 75.4 

その他 143,290 17.2 

合計 9,411,515 88.1 

  輸出先 
前中間会計期間 当中間会計期間 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

  アジア 2,448,959 99.3 2,439,039 99.3 

  アメリカ 8,231 0.3 3,146 0.1 

  ヨーロッパ 10,413 0.4 14,621 0.6 

  合計 
2,467,604 
（23.1％） 

100.0
2,456,807
（26.1％） 

100.0 



２．前中間会計期間及び当中間会計期間の主な相手先別の販売実績及び割合は次のとおりであります。 

（注） 三洋エナジートワイセル㈱に対する前中間会計期間の販売高は950,684千円、総販売実績に対する割合は8.9％でありま

す。 

  

３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

  

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

  

５【研究開発活動】 

 当社は、前期に引き続いてニッケル水素電池、リチウムイオン電池に代表される二次電池用正極材料及びニッケル系一次電池

用正極材料について研究開発活動を行っております。また、当社保有のコア技術（粒子球状化、異種元素固溶、粉体制御、結晶

制御、表面修飾、分離精製技術等）を用いた新規分野（非電池関連）テーマについても継続的に取組んでおります。新製品の研

究開発は技術部技術開発チーム、研究開発部がその業務を担当しており、人員は平成17年９月末現在管理職を含め19名でありま

す。当中間会計期間の研究開発費の総額は194,244千円（売上高比2.1％）となっております。（中間損益計算書上は試作品売却

収入135,211千円を控除した59,032千円を計上しております。） 

  

Ａ．ニッケル水素電池用正極材料の研究開発 

 ニッケル水素電池は更に高容量特性を改良した正極材料が求められております。そのため当社においては高容量特性を改善し

た正極材料について継続的に研究開発を行っております。現在主力製品となっております水酸化ニッケルコバルトコート表面化

学酸化品については、ベース水酸化ニッケル組成の見直しや追加加工処理を加えることにより更なる高容量化を達成しておりま

す。特に前期に開発した追加加工処理を施した正極材料についても本格量産化へ移行しております。 

  

Ｂ．リチウムイオン電池用正極材料の研究開発 

 リチウムイオン電池は高容量かつ高安全性が要望されており、求められる正極材料はより高性能になっております。次世代の

正極活物質として当社が開発いたしました三元系（ニッケル・コバルト・マンガン系）正極材料については本格量産化へ移行し

ております。また三元系については組成、物性面で更なる改良を継続的に実施しており、その一部は量産化へ向けて移行してお

ります。 

  

Ｃ．一次電池用正極材料の研究開発 

 ニッケル系一次電池用正極材料でありますオキシ水酸化ニッケルについては、さらなる特性改良および高品位を達成するた

め、ベース水酸化ニッケル組成、結晶性、添加元素、加工処理条件について継続的に検討し改良を行っております。 

  

Ｄ．新規分野の研究開発 

 前期、当社コア技術である分離精製を用いて開発した高純度鉄については客先と共同で量産化に向けて取り組み中です。この

材料は赤外線領域発光素子用材料である鉄シリサイト等の材料として期待されております。また、セラミック材料を検討したそ

の他の新規テーマについても当社コア技術を活用することにより継続的な開発を行っております。 

  

  相手先 
前中間会計期間 当中間会計期間 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

  松下電池工業㈱ 4,434,015 41.5 3,767,384 40.0 

  住商メタレックス㈱ 2,472,890 23.1 2,364,862 25.1 

  三洋エナジートワイセル㈱ － － 1,283,540 13.6 



第３【設備の状況】 

  

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

(1）重要な設備計画の完了 

該当事項はありません。 

  

(2）重要な設備の新設等 

 当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設計画は次のとおりであります。 

  

(3）重要な設備の除却等 

 該当事項はありません。 

  

  

事業所名 所在地 設備の内容 

投資予定金額
資金調達
方  法 

着手及び完了予定年月 
完了後の 
増加能力 総額 

（千円） 
既支払額
（千円） 

着手 完了 

福井工場 福井県福井市 Ni系製品増産設備 550,000 － 自己資金 平成17年10月 平成18年1月 40ｔ/月

福井工場 福井県福井市 Ni系製品増産設備 300,000 83,697 自己資金 平成17年7月 平成17年12月 100ｔ/月



第４【提出会社の状況】 

  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

 （注） 「提出日現在発行数」には、平成17年12月１日以降半期報告書提出日までの新株予約権及び新株予約権付社債の権利行使

により発行されたものは含まれておりません。 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

(イ）旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権（ストックオプション）に関する事項は、次のとおりであります。 

①平成13年６月28日定時株主総会決議 

 （注）１．新株引受権付与後、株式の分割（配当可能利益又は準備金の資本組入れによる場合を含むものとし、以下同様とする）

又は株式併合が行われる場合は、発行すべき株式数は次の算式により調整されるものとします。ただし、かかる調整は

その時点で付与の対象者が新株引受権を行使していない目的たる株式の数についてのみ行われるものとします。 

  

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 株式分割・株式併合の比率 

  

２．株式の分割または時価を下回る価額による新株発行が行われる場合は、次の算式により発行価額が調整されます。（以

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 47,000,000 

計 47,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成17年12月16日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 12,374,800 12,374,800 ジャスダック証券取引所 － 

計 12,374,800 12,374,800 － － 

  
中間会計期間末現在
（平成17年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株）（注）１ 10,000 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円）（注）２ 580 同左

新株予約権の行使期間 
自 平成15年８月 1日
至 平成18年７月31日 

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格    580
資本組入額   290 

同左

新株予約権の行使の条件 

被付与者が退職した場合
は、新株引受権を行使す
ることができない。ただ
し当社の取締役もしくは
監査役に就任した場合を
除く。 
被付与者が死亡した場合
には、相続人が新株引受
権を行使することができ
る。 
その他の条件は、当社と
被付与者との間で締結す
る新株引受権付与契約に
定める。 

同左

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株引受権の譲渡、担保
権の設定（質入れ）は認
められない。 

同左



下、「発行価額調整式」という） 

  

発行価額調整式の計算については、１円未満の端数は切り上げます。 

  

(ロ)商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権に関する事項は、次のとおりであります。 

①平成16年６月25日定時株主総会決議 

          
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数 × １株当たり払込金額   

  
調整後発行価額 ＝ 調整前発行価額 × 

    分割・新規発行前の株価 

  既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数 

  
中間会計期間末現在
（平成17年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数（個） 594 同左

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株）（注）１ 594,000 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円）（注）２ 1,320 同左

新株予約権の行使期間 
自 平成18年７月 1日
至 平成26年５月31日 

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   1,320
資本組入額   660 

同左

新株予約権の行使の条件 

①新株予約権の割当を受
けた者（以下「新株予
約権者」という。）は
権利行使時において当
社の取締役、監査役ま
たは従業員の地位を保
有している場合に限
る。ただし、任期満了
による取締役、監査役
の退任、定年退職、そ
の他取締役会が正当な
理由があると認めた場
合は、この限りではな
い。 
②新株予約権者が当社を
懲戒解雇された場合
は、新株予約権を行使
できないものとする。 
③新株予約権者が禁固以
上の刑に処せられた 
場合は、新株予約権を
行使できないものとす
る。 
④新株予約権者が死亡し
た場合には、相続人が
新株予約権を行使する
ことができる。 
⑤その他の条件は、本定
時株主総会決議および
取締役会決議に基づ
き、当社と新株予約権
者との間で締結する新
株予約権割当契約書に
定めるところによる。 

同左



（注）１．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとします。ただし、かかる

調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数について行われ、調整の結果

生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとします。 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 株式分割・株式併合の比率 

     また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、ならびに当社が完全子会社とな

る株式交換または株式移転を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場

合、当社は必要と認める株式数を調整することができるものとします。 

２．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整による１円未満の端数

は切り上げることとします。 

時価を下回る金額で、新株を発行する場合にまたは自己株式を処分する場合（新株予約権の行使により新株を発行する場

合は除く。）は、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げることとしま

す。 

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式を控除した数とし、自己株

式の処分を行う場合には「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たりの払込金額」を「１株当たり処分金額」と読

み替えるものとします。 

さらに、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、ならびに当社が完全子会社と

なる株式交換または株式移転を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場

合、当社は必要と求める払込金額の調整を行うものとします。 

  

(ハ)商法第341条ノ２の規定に基づき発行した新株予約権付社債に関する事項は、次のとおりであります。 

①平成16年11月25日取締役会決議 

2008年満期円貨建転換社債型新株予約権付社債（平成16年12月13日発行） 

（注）１．転換価額は、本新株予約権付社債の発行後、当社が当社普通株式の時価を下回る発行価額又は処分価額で当社普通株式を

発行又は処分する場合には、次の算式により調整される。なお、次の算式において「既発行株式数」は当社の発行済普通

株式総数（但し、当社の保有する自己株式数を除く。）をいう。 

  

  
中間会計期間末現在
（平成17年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡する場
合には、取締役会の承認
を要する。 

同左

  
調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 

１ 

  株式分割・株式併合の比率 

          
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数 × １株当たり払込金額   

  
調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 

新規発行前の株価 

  既発行株式数＋新規発行による増加株式数 

  
中間会計期間末現在
（平成17年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権付社債の残高（千円） 2,000,000 同左

新株予約権の数（個） 2,000 同左

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,081,081 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円）（注）１、２ 1,850 同左

新株予約権の行使期間 
自 平成16年12月20日
至 平成20年11月28日 

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   1,850
資本組入額    925 

同左

新株予約権の行使の条件 
各本新株予約権の一部行
使はできないものとする 

同左

新株予約権の譲渡に関する事項 該当無し 同左



  

また、転換価額は、当社普通株式の分割・併合、当社普通株式の時価を下回る価額をもって当社普通株式の交付を請求で

きる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の発行等が行われる場合、その他一定の事由が生じた場合

にも、適宜調整される。 

２．平成17年12月８日及び平成18年12月８日（いずれも日本時間。以下、それぞれ「決定日」という。）まで（同日を含

む。）の各10連続取引日の株式会社ジャスダック証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値（但し、当社普通株

式が日本国内の証券取引所に上場された場合は当該証券取引所、又は複数の証券取引所に上場された場合には当社が

Mitsubishi UFJ Securities International plc, London, Zurich Branchと協議の上指定する主たる証券取引所における

当社普通株式の普通取引の終値）の平均値の１円未満の端数を切り上げた金額が、各決定日において有効な転換価額を１

円以上下回る場合には、転換価額は平成17年12月22日及び平成18年12月22日（いずれも日本時間。以下、それぞれ「効力

発生日」という。）以降、それぞれ上記の方法で計算された最終価格の平均値と同額（但し、決定日の翌日から効力発生

日までに効力の発生する上記（注）１の調整を受ける。）に修正される。但し、かかる算出の結果、下限転換価額（以下

に定義する。）未満となる場合は、修正後転換価額は下限転換価額とする。「下限転換価額」とは、第１回目の決定日で

ある平成17年12月８日に有効な転換価額の80％に相当する価額（但し、決定日の翌日から効力発生日までに効力の発生す

る上記（注）１の調整を受け、また第２回目の決定日における修正の場合には、第１回目の効力発生日の翌日から第２回

目の決定日までに効力の発生する上記（注）１の調整を受ける。）の１円未満の端数を切り上げた額をいう。 

  

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 （注）上記は新株予約権（旧商法の新株引受権を含む）の行使による増加であります。 

  

  

          
既発行株式数 ＋ 

新発行・処分株式数 × 
１株当たりの 

発行・処分価額 

  
調整後転換価額 ＝ 調整前転換価額 × 

時 価  

  既発行株式数＋新発行・処分株式数  

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成17年４月１日～ 
平成17年９月30日 

9,000 12,374,800 2,610 1,907,786 2,610 2,525,429



(4）【大株主の状況】 

 （注）１．日本マスタートラスト信託銀行株式会社の所有株式は信託業務に係るものであります。 

 ２．モルガン・スタンレー・ジャパン・リミテッドから、平成17年６月13日付（報告義務発生日平成17年５月31日）で提出

された大量保有報告書によりモルガン・スタンレー・アンド・カンパニー・インコーポレーテッドをはじめとするグ

ループ会社計４社によりそれぞれ以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として中間期末

時点における所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

  

    平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

田中 保 福井県福井市若杉４－1718 1,264 10.22 

是川 通敬 兵庫県神戸市須磨区関守町２－２－45 363 2.94 

株式会社東京三菱銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 340 2.75 

田中 浩 東京都練馬区西大泉４-４-28 320 2.59 

朝香 康郎 福井県福井市運動公園４－514 259 2.09 

住友商事株式会社 東京都中央区晴海１－８－11 250 2.02 

日本マスタートラスト信託
銀行株式会社（信託口） 

東京都港区浜松町２－11－３ 240 1.94 

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内２－６－３ 240 1.94 

住友生命保険相互会社 東京都中央区晴海１－８－11 210 1.70 

田中 喜久子 東京都練馬区西大泉４-４-28 200 1.62 

計 － 3,687 29.79 

氏名又は名称 住所
保有株券等の数 
（株） 

株券保有割合
（％） 

モルガン・スタンレー・アンド・カ
ンパニー・インコーポレーテッド 

1585 Broadway, New York, NY 
10036 

株式 19,000 0.15

エムエスディーダブリュ・エクイテ
ィー・ファイナンシング・サービセ
ズ（ルクス）エス・アー・エール・
エル 

38-40 rue Saint Zithe L-2763
Luxembourg  

株式  9,200 0.07

モルガン・スタンレー・インベスト
メント・マネジメント・リミテッド 

25 Cabot Square Canary Wharf 
London E14 4QA U.K. 

株式 139,000 1.12

モルガン・スタンレー・アセット・
マネジメント投信株式会社 

東京都渋谷区恵比寿4-20-3
恵比寿ガーデンプレイスタワー 

株式 215,300 1.74



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】    

 （注） 「完全議決権株式（その他）」欄には、証券保管振替機構名義の株式が4,000株含まれております。また、「議決権の数」

欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数40個が含まれております。 

  

②【自己株式等】 

  

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    800 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 12,373,900 123,739 － 

単元未満株式 普通株式    100 －
１単元（100株） 
未満の株式 

発行済株式総数 12,374,800 － － 

総株主の議決権 － 123,739 － 

        平成17年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

株式会社田中化学研究所 
福井県福井市白方町
45字砂浜割5番10 

  800 －   800    0.01 

計 －   800 －   800    0.01 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 1,735 1,439 1,485 1,494 1,353 1,335 

最低（円） 1,260 1,110 1,200 1,270 1,205 1,201 



３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

（1）役職の異動 

  

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日 

代表取締役社長 － 代表取締役社長
テクノロジー・グループ長

兼技術開発部長 
田中 保 平成17年７月１日

常務取締役 
マーケティング＆プロキュ

アメント・グループ長 
常務取締役 オペレーション・グループ長 田中 与長 平成17年７月１日

常務取締役 
マーケティング＆プロキュ

アメント・グループ長兼メ

タルリスク管理室長 
常務取締役

マーケティング＆プロキュ

アメント・グループ長 
同上 平成17年12月１日

取締役 
テクノロジー＆プロダクシ

ョン・グループ長 
取締役 － 山賀 実 平成17年７月１日



第５【経理の状況】 

  

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以下「中間

財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日）及び当中間会

計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）の中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けており

ます。 

  

３．中間連結財務諸表について 

 中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成11年大蔵省令第24号）第５条第２項により、当社では、子会

社の資産、売上高等から見て、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を誤らせない程度に重要性が乏しいも

のとして、中間連結財務諸表は作成しておりません。 

 なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。 

  

  

  

  資産基準 3.3％

  売上高基準 0.3％

  利益基準 2.4％

  利益剰余金基準 △0.6％



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

  
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
  

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）       

Ⅰ 流動資産       

１．現金及び預金   2,965,125  3,695,309 3,736,669  

２．受取手形   73,861  19,957 39,312  

３．売掛金   2,657,968  3,038,041 2,724,920  

４．棚卸資産   3,229,262  2,484,337 2,653,436  

５．繰延税金資産   33,604  36,933 42,194  

６．その他   12,023  27,304 24,580  

流動資産合計    8,971,846 65.9 9,301,884 63.4  9,221,114 64.8

Ⅱ 固定資産       

(1）有形固定資産 ※１     

１．建物   749,545  859,033 885,186  

２．機械装置   2,417,408  2,632,712 2,635,589  

３．土地   663,483  958,204 958,204  

４．建設仮勘定   284,106  407,587 10,470  

５．その他   146,105  141,108 147,813  

有形固定資産合計   4,260,649  31.3 4,998,646 34.1 4,637,264  32.6

(2）無形固定資産   28,190  0.2 19,193 0.1 23,234  0.1

(3)投資その他の資産       

１．繰延税金資産   113,666  114,867 112,481  

２．その他   240,196  219,619 226,976  

貸倒引当金   △ 300  △ 451 △ 451  

投資その他の資産
合計 

  353,563  2.6 334,035 2.3 339,007  2.4

固定資産合計    4,642,403 34.1 5,351,875 36.5  4,999,506 35.1

Ⅲ 繰延資産    － － 10,851 0.1  14,468 0.1

資産合計    13,614,249 100.0 14,664,611 100.0  14,235,089 100.0

        



  

  

    
前中間会計期間末 

  
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
  

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

１．支払手形   830,924  1,109,300 1,115,965  

２．買掛金   1,759,846  2,210,610 1,257,651  

３．短期借入金   1,447,746  100,000 590,000  

４．一年内返済予定長
期借入金 

  193,192  693,192 193,192  

５．一年内償還予定社
債 

  －  500,000 －  

６．未払法人税等   193,308  48,435 138,187  

７．賞与引当金   74,579  69,491 62,181  

８．設備関係支払手形   295,152  227,881 288,585  

９．その他 ※２ 491,677  674,033 415,137  

流動負債合計    5,286,427 38.8 5,632,944 38.4  4,060,901 28.5

Ⅱ 固定負債       

１．社債   500,000  － 500,000  

２．新株予約権付社債   －  2,000,000 2,000,000  

３．長期借入金   1,656,908  963,716 1,560,312  

４．退職給付引当金   74,068  81,482 75,733  

５．役員退職慰労引当
金 

  130,732  148,857 140,357  

６．債務保証損失引当
金 

  15,000  7,000 10,000  

固定負債合計    2,376,709 17.5 3,201,056 21.8  4,286,402 30.1

負債合計    7,663,136 56.3 8,834,000 60.2  8,347,304 58.6

        

（資本の部）       

Ⅰ 資本金    1,879,829 13.8 1,907,786 13.0  1,905,176 13.4

Ⅱ 資本剰余金       

１．資本準備金   2,497,591  2,525,429 2,522,819  

資本剰余金合計    2,497,591 18.3 2,525,429 17.2  2,522,819 17.7

Ⅲ 利益剰余金       

１．利益準備金   130,000  130,000 130,000  

２．任意積立金   870,000  870,000 870,000  

３．中間（当期）未処
分利益 

  575,182  392,222 456,524  

利益剰余金合計    1,575,182 11.6 1,392,222 9.5  1,456,524 10.2

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

   290 0.0 6,953 0.1  5,045 0.1

Ⅴ 自己株式    △1,780 △0.0 △1,780 △0.0  △1,780 △0.0

資本合計    5,951,112 43.7 5,830,610 39.8  5,887,784 41.4

負債・資本合計    13,614,249 100.0 14,664,611 100.0  14,235,089 100.0

        



②【中間損益計算書】 

  

  

    

前中間会計期間 
  

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
  

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高    10,682,877 100.0 9,411,515 100.0  20,653,938 100.0

Ⅱ 売上原価    9,746,899 91.2 8,898,469 94.5  19,570,632 94.8

売上総利益    935,977 8.8 513,046 5.5  1,083,305 5.2

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

   446,143 4.2 410,510 4.4  836,375 4.0

営業利益    489,834 4.6 102,536 1.1  246,930 1.2

Ⅳ 営業外収益 ※１  91,621 0.9 27,324 0.3  173,356 0.8

Ⅴ 営業外費用 ※２  17,931 0.2 22,528 0.3  42,200 0.2

経常利益    563,524 5.3 107,332 1.1  378,086 1.8

Ⅵ 特別利益    12,357 0.1 4,263 0.1  18,896 0.1

Ⅶ 特別損失    1,505 0.0 17,299 0.2  13,047 0.0

税引前中間（当
期）純利益 

   574,376 5.4 94,295 1.0  383,935 1.9

法人税、住民税及
び事業税 

  184,973  41,799 123,823  

法人税等調整額   21,918 206,891 2.0 1,578 43,378 0.5 11,285 135,108 0.7

中間（当期）純利
益 

   367,484 3.4 50,917 0.5  248,826 1.2

前期繰越利益    207,698 341,304  207,698 

中間（当期）未処
分利益 

   575,182 392,222  456,524 

        



③【中間キャッシュ・フロー計算書】 

    

前中間会計期間
  

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
  

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度の要約キャ
ッシュ・フロー計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

税引前中間（当期）純利
益 

 574,376 94,295 383,935 

減価償却費  289,228 303,145 616,219 

賞与引当金の増加額（△
は減少額） 

 3,173 7,310 △  9,224 

退職給付引当金の増加額  7,077 5,748 8,742 

役員退職慰労引当金の増
加額（△は減少額） 

 △ 57,840 8,500 △  48,216 

債務保証損失引当金の減
少額 

 △  3,000 △  3,000 △  8,000 

受取利息及び受取配当金  △   818 △   998 △  1,783 

匿名組合投資利益  △ 67,712 － △ 137,098 

保険金収入  △ 14,960 － △  14,960 

支払利息  13,854 10,290 26,803 

社債発行費償却  － 3,617 7,234 

固定資産除却損  1,505 5,378 13,047 

売上債権の増加額  △ 198,736 △ 293,765 △ 231,139 

棚卸資産の減少額（△は
増加額） 

 △1,395,514 169,099 △ 819,688 

仕入債務の増加額  898,070 946,293 680,916 

役員賞与の支払額  △ 11,300 △ 16,300 △  11,300 

その他  287,245 △ 109,853 337,238 

小計  324,649 1,129,762 792,727 

利息及び配当金の受取額  818 998 1,783 

利息の支払額  △ 18,873 △ 11,246 △  33,875 

法人税等の支払額  △  6,236 △ 123,726 △  6,364 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 300,358 995,788 754,270 



  

  

  次へ 

    

前中間会計期間
  

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
  

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度の要約キャ
ッシュ・フロー計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

有形固定資産の取得によ
る支出 

 △ 209,709 △ 369,590 △1,048,349 

投資有価証券の取得によ
る支出 

 △   900 △   899 △  1,823 

満期保険金の受取による
収入 

 30,048 － 30,048 

その他  78,735 10,791 170,397 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △ 101,825 △ 359,699 △ 849,725 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

短期借入金の純増加額
（△は純減少額） 

 300,000 △ 490,000 △ 554,958 

長期借入れによる収入  1,300,000 － 1,300,000 

長期借入金の返済による
支出 

 △1,041,600 △ 96,596 △1,138,196 

新株予約権付社債の発行
による収入 

 － － 1,978,297 

株式の発行による収入  129,905 5,220 180,480 

配当金の支払額  △ 83,132 △ 98,436 △  83,326 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 605,172 △ 679,812 1,682,295 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る
換算差額 

 2,160 2,364 △  9,431 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加
額（△は減少額） 

 805,866 △ 41,359 1,577,409 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首
残高 

 2,159,259 3,736,669 2,159,259 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間
期末（期末）残高 

 2,965,125 3,695,309 3,736,669 

   



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評

価方法 

(1）有価証券 (1）有価証券 (1）有価証券 

子会社株式 子会社株式 子会社株式 

  移動平均法による原価法 同左 同左 

  その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

  中間会計期間末日の市場

価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却

原価は移動平均法により

算定） 

同左 期末日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

  時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

  移動平均法による原価法 同左 同左 

  (2）棚卸資産 (2）棚卸資産 (2）棚卸資産 

  製品・仕掛品・原材料 製品・仕掛品・原材料 製品・仕掛品・原材料 

  月次総平均法による低価法 同左 同左 

  貯蔵品 貯蔵品 貯蔵品 

   最終仕入原価法 同左 同左 

２．固定資産の減価償却の

方法 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 (1）有形固定資産 

 定率法 同左 同左 

  但し、平成10年４月１日以降

に取得した建物（附属設備を

除く）については、定額法 

なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物   ７～50年 

機械装置 ４～17年 

    

  (2）無形固定資産（ソフトウェ

ア） 

(2）無形固定資産（ソフトウェ

ア） 

(2）無形固定資産（ソフトウェ

ア） 

  社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法 

同左 同左 

３．繰延資産の処理方法 ―――――― 社債発行費 

商法施行規則の規定に基づき３年

間で均等償却しております。 

同左 

        

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備

えるため、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回

収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。 

同左 同左 

  (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 

  従業員の賞与の支給に備える

ため、将来の支給見込額のう

ち当中間会計期間の負担額を

計上しております。 

同左 従業員の賞与の支給に備える

ため、将来の支給見込額のう

ち当期の負担額を計上してお

ります。 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるた

め、当中間会計期間末におけ

る退職給付債務見込額から年

金資産額を控除した金額を計

上しております。 

同左 従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付

債務見込額から年金資産額を

控除した金額を計上しており

ます。 

  (4）役員退職慰労引当金 (4）役員退職慰労引当金 (4）役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく中間

期末要支給額を計上しており

ます。 

同左 役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく期末

要支給額を計上しておりま

す。 

  (5) 債務保証損失引当金 (5) 債務保証損失引当金 (5) 債務保証損失引当金 

    債務保証による損失に備える

ため、被保証先の財務内容等

を勘案して、所要額を見積り

計上しております。 

同左 同左 

５．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

６．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法 

  金利スワップについては、特

例処理の要件を満たしており

ますので、特例処理を採用し

ております。 

同左 同左 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

  (イ)ヘッジ手段 (イ)ヘッジ手段 (イ)ヘッジ手段 

  金利スワップ 同左 同左 

  (ロ)ヘッジ対象 (ロ)ヘッジ対象 (ロ)ヘッジ対象 

  借入金の利息 同左 同左 

  (3）ヘッジ方針 (3）ヘッジ方針 (3）ヘッジ方針 

  当社は、借入金の金利変動リ

スクを回避する目的で金利ス

ワップを行っております。 

同左 同左 

  (4）ヘッジ有効性評価の方法 (4）ヘッジ有効性評価の方法 (4）ヘッジ有効性評価の方法 

  金利スワップの特例処理の要

件を満たしており、有効性の

評価は省略しております。 

同左 同左 

７．中間キャッシュ・フロ

ー計算書（キャッシュ・

フロー計算書）における

資金の範囲 

手許現金、要求払預金及び取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来

する容易に換金可能であり、かつ

価値の変動について僅少なリスク

しか負わない短期的な投資。 

同左 同左 



  

  

  次へ 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

８．その他中間財務諸表

（財務諸表）作成のため

の基本となる重要な事項 

(1）匿名組合への参加と会計処理 ―――――― (1）匿名組合への参加と会計処理 

当社は航空機の購入及びレバ

レッジド・リースを目的とし

た匿名組合への参加契約を締

結し、100,000千円を出資し

ております。当社の出資に係

る匿名組合の持分を適正に評

価するため、当社の負担すべ

き投資損失累計額を出資金か

ら直接控除しております。 

  当社は航空機の購入及びレバ

レッジド・リースを目的とし

た匿名組合への参加契約を締

結しておりましたが、平成16

年10月27日の事業満了に伴

い、終了しております。 

  (2）消費税等の会計処理 (2）消費税等の会計処理 (2）消費税等の会計処理 

  税抜方式によっております。 同左 同左 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

  

項目 
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累

計額 
6,169,688千円 6,655,876千円 6,415,673千円 

※２．消費税等の取扱い  仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺のうえ、金額的重要

性が乏しいため、流動負債の

「その他」に含めて表示してお

ります。 

同左 ――――― 

３．保証債務       

従業員の金融機関からの借

入金に対する保証 

      

  
従業員 

  
（6名）   7,448千円 （6名）   6,394千円 （6名）   8,570千円 

４．コミットメントライン（融

資枠）契約 

―――――  当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため取引金融機関３

行とコミットメントライン契約

を締結しております。この契約

に基づく当中間会計期間末の借

入未実行残高は次のとおりであ

ります 

 当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため取引金融機関３

行とコミットメントライン契約

を締結しております。この契約

に基づく当期末の借入未実行残

高は次のとおりであります 

    コミットメントラ

インの総額 
2,000,000千円

借入実行残高 －

差引額 2,000,000

コミットメントラ

インの総額 
2,000,000千円 

借入実行残高 － 

差引額 2,000,000 



（中間損益計算書関係） 

  

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１．営業外収益のうち主要なもの    

受取利息 135千円 392千円 268千円 

保険金収入 14,960 － 14,960 

匿名組合投資利益 67,712 － 137,098 

為替差益 3,935 18,054 8,376 

※２．営業外費用のうち主要なもの    

支払利息 13,854千円 10,290千円 26,803千円 

３．減価償却実施額    

有形固定資産 284,306千円 298,253千円 606,341千円 

無形固定資産 4,921 4,891 9,877 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

現金及び現金同等物の中間会計期間

末残高と中間貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の中間会計期間

末残高と中間貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と貸

借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 
    
現金及び預金勘定 2,965,125千円

現金及び現金同等
物 

2,965,125千円

    
現金及び預金勘定 3,695,309千円

現金及び現金同等
物 

3,695,309千円

現金及び預金勘定 3,736,669千円

現金及び現金同等
物 

3,736,669千円



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．リース物件の所有権が

借主に移転すると認め

られるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

記載すべき事項はありません。 記載すべき事項はありません。 記載すべき事項はありません。 

２．オペレーティング・リ

ース取引 

記載すべき事項はありません。 記載すべき事項はありません。 記載すべき事項はありません。 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成16年9月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

当中間会計期間末（平成17年9月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

  取得原価（千円）
中間貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円） 

株式 76,455 76,944 488 

合計 76,455 76,944 488 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

(1)子会社株式 50,000 

(2)その他有価証券 

 非上場株式（店頭売買株式及び気配等を有す
る株式を除く） 

14,600 

  取得原価（千円）
中間貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円） 

株式 78,278 89,954 11,675 

合計 78,278 89,954 11,675 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

(1)子会社株式 50,000 

(2)その他有価証券 

 非上場株式（気配等を有する株式を除く） 14,600 



前事業年度末（平成17年３月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

（デリバティブ取引関係） 

  

  

  次へ 

  取得原価（千円）
貸借対照表計上額
（千円） 

差額（千円） 

株式 77,378 85,850 8,471 

合計 77,378 85,850 8,471 

  貸借対照表計上額（千円） 

(1)子会社株式 50,000 

(2)その他有価証券 

 非上場株式（気配等を有する株式を除く） 14,600 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 当社はデリバティブ取引にはヘッ

ジ会計を適用しているので該当事項

はありません。 

 当社はデリバティブ取引にはヘッ

ジ会計を適用しているので該当事項

はありません。 

 当社はデリバティブ取引にはヘッ

ジ会計を適用しているので該当事項

はありません。 



（持分法損益等） 

  

（１株当たり情報） 

  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 関連会社がないため該当事項はあ

りません。 

 関連会社がないため該当事項はあ

りません。 

 関連会社がないため該当事項はあ

りません。 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額（円） 485.96 471.20 474.85 

１株当たり中間（当期）純
利益（円） 

30.41 4.12 19.04 

潜在株式調整後１株当たり
中間（当期）純利益（円） 

29.87 3.78 18.35 



 （注） １株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであ

ります。 

  

（重要な後発事象） 

  
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益    

中間（当期）純利益（千円） 367,484 50,917 248,826 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 16,300 

（うち利益処分による役員賞与金）
（千円） 

（－） （－） （16,300） 

普通株式に係る中間（当期）純利益
（千円） 

367,484 50,917 232,526 

期中平均株式数（千株） 12,082 12,369 12,211 

     

潜在株式調整後１株当たり中間（当
期）純利益 

   

中間（当期）純利益調整額（千円） － － － 

普通株式増加数（千株） 220 1,089 463 

（うち新株予約権）（千株） （220） （1,089） （463） 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

の算定に含めなかった潜在株式の概要 

旧商法第280条ノ19の

規定に基づく新株引受

権１種類。 

 平成12年6月29日定

時株主総会決議 目的

となる株式の数 

38,000株 

なお、これらの概要は

「第４提出会社の状

況、１株式等の状況、

（2）新株予約権等の

状況」に記載のとおり

であります。 

商法第280条ノ20及び

第280条ノ21の規定に

基づく新株予約権１種

類。 

 平成16年6月25日定

時株主総会決議 目的

となる株式の数 

594,000株 

なお、これらの概要は

「第４提出会社の状

況、１株式等の状況、

（2）新株予約権等の

状況」に記載のとおり

であります。 

―――――― 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

（社債の発行について） ―――――― （新株予約権の発行） 

平成16年11月25日開催の当社取締

役会の決議に基づき、2008年満期円

貨建転換社債型新株予約権付社債を

発行いたしました。 

 発行の概要は以下のとおりとなっ

ております。 

  平成17年６月１日開催の取締役会

において、平成16年６月25日開催の

当社第48期定時株主総会において承

認されました新株予約権の発行条件

等につきまして下記のとおり決議

し、発行いたしました。  

(1)発行総額   (1)新株予約権の発行日 

2,000,000千円   平成17年６月１日 

(2)発行価額   (2)新株予約権の発行数 

額面金額の100％   594個（新株予約権１個につき 



  

  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(3)払込期日及び発行日   1,000株） 

2004年12月13日（スイス時間）   (3)新株予約権の発行価格 

(4)利率   無償 

本社債には利息は付さない。   (4)新株予約権の目的となる種類及

び数 

 

(5)償還期限    

2008年12月12日（スイス時間）   当社普通株式 594,000株  

(6)発行方法   (5)新株予約権の行使時の払込金額  

Mitsubishi Securities 

International plc,London, 

Zurich Branchの総額買取引受

によるスイス連邦を中心とする

海外市場（但し、米国を除

く。）における募集 

  １株につき1,320円  

  (6)新株予約権の行使期間  

  自平成18年７月１日  

  至平成26年５月31日  

  (7)新株予約権の行使により新株を

発行する場合の発行価額のうち

資本に組入れる額 

 

   

(7)当初転換価額    

1,850円   660円  

(8)行使請求期間   (8)新株予約権の割当対象者数  

2004年12月20日から2008年11月

28日の銀行営業終了時まで（い

ずれもロンドン時間）とする。

但し、①期中繰上償還の場合に

は、当該償還日に先立つ５銀行

営業日前の銀行営業終了時（ロ

ンドン時間）まで、②期限の利

益喪失の場合には、期限の利益

喪失時までとする。いずれの場

合も、2008年11月28日（ロンド

ン時間）より後に本新株予約権

を行使することはできない。

（「銀行営業日」とは、ロンド

ン及び東京において銀行が営業

している日をいう。） 

  当社取締役５名、当社監査役３

名、当社従業員54名 

 

  

     

  

  

(9)担保又は保証      

該当事項なし      

(10)手取金の使途      

設備資金及び運転資金（一部借

入金返済）に充当。 

    
 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

  



第６【提出会社の参考情報】 

  

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1)有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第49期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月27日北陸財務局長に提出。 

(2)臨時報告書 

平成17年６月２日北陸財務局長に提出。 

  企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号の２（ストックオプション制度に伴う新株予約権発行）の規定に基づ

く臨時報告書であります。 

  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

  

 該当事項はありません。 

  

  



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  独立監査人の中間監査報告書  

    平成16年12月10日   

株式会社 田中化学研究所       

  取締役会 御中   

  監 査 法 人 ト ー マ ツ   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 上楽 光之 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 由水 雅人 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社田中化学研究所の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第49期事業年度の中間会計期間（平成16年４

月１日から平成16年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャ

ッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、株式会社田中化学研究所の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平

成16年４月１日から平成16年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示し

ているものと認める。 

  

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成16年11月25日に2008年満期円貨建転換社債型新株予約権付社

債の発行を取締役会において決議している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書

提出会社）が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  独立監査人の中間監査報告書  

    平成17年12月９日   

株式会社 田中化学研究所       

  取締役会 御中   

  監 査 法 人 ト ー マ ツ   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 鈴木 昌治 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 由水 雅人 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社田中化学研究所の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第50期事業年度の中間会計期間（平成17年４

月１日から平成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャ

ッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、株式会社田中化学研究所の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平

成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示し

ているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書

提出会社）が別途保管しております。 
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